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報 告

背景：JICA「課題研修母子保健Ｂ」では、研修の一環としてアクション・プランの作成に向け、
プロジェクト・サイクル・マネージメント手法（PCM手法）についての講義・演習を行
ってきた。しかし、帰国後実際に活用できる実践的アクション・プランを作成する研修
員は少なかった。

目的：研修員が、帰国後プロジェクトを実施するにあたり、PCM手法が有効に活用されるよう
にするため学習に関する課題や問題点を明らかにすること。

方法：11名を３グループに分けてグループ学習とし、母子保健に関する問題点を列挙した後
に、それらを目的分析の樹形図として完成させ、そこから実施可能なプロジェクトの範
囲を選択しPDMというフレームワークに当てはめていくという一連の過程をスムーズ
に行えるようにするための学習を行う。その学習過程について課題を整理する。

結果：モロッコ王国・ブルキナファソ・ハイチという３か国のアクション・プランを検討した
結果、最終的な成果物は実現性の高いものとなった。
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Ⅰ．はじめに

　国連は2000年に採択された国連ミレニア

ム宣言と1990年代に採択された国際開発目

標を統合し、2015年を達成期限としたミレ

ニアム開発目標（Millennium Development 

Goals： 以 下MDGs） を 策定した。 今年が

MDGsの達成期限の2015年であり、その評価

が報告されている。それによると世界にお

ける５歳未満の乳幼児死亡率は1990年から

2015年の間に半分以下に減少し、妊産婦死

亡率は1990年以降45％減少している1)。し

かし、「2015年までに５歳未満児の死亡率を

1990年の水準の３分の１まで引き下げる」、

「2015年までに妊産婦の死亡率を1990年の

水準の４分の１まで引き下げる」という数

値目標には及ばなかった。現在、国連では、

2015年以降の開発目標「ポスト2015開発ア

ジェンダ」の策定を行っているが、今年度の

評価結果から、乳幼児死亡率および妊産婦死

亡率の削減は、今後も引き続き国際社会の支

援を要する重要課題となるであろう。

　 独 立 行 政 法 人 国 際 協 力 機 構（Japan 

International Cooperation Agency：以下、JICA）

では、グローバルな母子保健向上のためのわ

が国の取組の一環として、2011年から北海道

大学において「課題別研修母子保健（Ｂ）」の

研修を毎年実施している。各国の持続的な保

健システムの強化を通じて、８つのMDGsの中

の４「乳幼児死亡率の削減」および５「妊産

婦の健康の改善」達成を目指す取組であった。

　この研修では、各国の研修員が約１か月半

という研修期間の中で学んだ事を、帰国後の

活動に役立てられることを目指している。そ

のため、「研修員が作成したアクション・プ

ランに基づき、看護師・助産師の育成計画の

改善に向けた取組が実施される」ことを上位

目標においている。この上位目標を達成する

ために、研修員が自国の看護師・助産師に対

し、母子保健に関する適切な研修が提供でき

るよう、研修員の能力強化を図るための単元

目標５項目および研修科目を以下の様に設定

している。

単元目標と研修科目：

１）日本における母子保健の実態と母子保

健医療サービスの現状と課題について理

解する。

⑴　北海道における母子保健行政概要

⑵　北海道における障がい者（母子関連）

行政概要

⑶　北海道におけるDV関係行政概要

⑷　日本における母子保健の動向

⑸　日本における地域母子保健行政

⑹　地域母子保健活動の実際

⑺　母子保健医療の実際と課題

⑻　小児保健医療の実際と課題

２）日本における看護教育制度とその動向

について理解する。

⑴　日本の看護教育制度―看護師教育課

程、保健師教育課程

⑵　看護教育のカリキュラムとその展開

３）母子保健サービスに関わる保健師、助

産師教育のカリキュラムとその展開につ

いて理解する。

⑴　日本の助産師教育制度

⑵　助産師教育のカリキュラムとその展開

４）看護職の卒後教育と母子保健関連の卒

後教育について理解する。

⑴　医療機関における卒後教育

５）日本の母子保健および人材育成の経験

を踏まえ、自国での適用性を考慮し、ア

クション・プランを提言する。

⑴　プロジェクトサイクルマネージメント

（PCM）手法に基づくワークショップ

⑵　アクション・プラン立案

　これまでの研修においても、研修の最初の

週にPCM手法の講義・演習を１日行い、第

４週目に研修員による問題分析発表、最終週

にアクション・プラン発表を取り入れてきた。

PCM手法の学習に対する研修員のモチベー

ションは高かったが、そのための研修時間の
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確保および研修運営は十分とは言えなかっ

た。その結果、すべての研修員が、帰国後実

際に活用できる実践的アクション・プランを

作成できていたわけではなかった。そこで、

今年度は、単元目標５の研修科目に該当する

PCM手法を用いたアクション・プラン作成に

おいて、従来以上に現実的、具体的かつ持続

的に組織化した実践につなげ、個々の国の発

展に少しでも貢献できるようにするために、

系統的学習ができるよう研修期間を通して演

習を強化した。研修担当者が中心となり、こ

れまでの研修の最初の週のPCM手法の講義・

演習に加えて、それ以降も毎週半日から１日

PCM手法に関する講義・演習を行う時間を確

保し、段階的にアクション・プランの素案作

りができるようにした。後半の２週間では、

それらの素案に対して、研修員に個別にフィ

ードバックを行い、研修員が追加・修正を行

ったうえで最終的なアクション・プランを発

表できるようにした。これらの過程と成果の

分析からPCM手法を学習する際の課題や問

題点を明らかにすることを試みた。

Ⅱ．方法

１．データ収集方法
　JICA「課題別研修母子保健（Ｂ）」において

PCM手法を学習する機会に参加し、研修員の

学習経緯を記録した。研修員が記載した提出

物は専門家によるフランス語の翻訳を行い日

本語データとし、研修員の発言はフランス語の

通訳を録音し、日本語の逐語録として用いた。

　2015年度の研修員は、アフリカ仏語圏７

か国と中米のハイチ共和国の計８か国から参

加した看護教育者・管理者などであった。講

義および演習の過程においては時間に制限が

あるため、研修員11名を３グループに分け

たグループ学習とし、グループの中で代表す

る国を決めてもらい、モロッコ王国、ブルキ

ナファソ、ハイチ共和国という３か国のPCM

を分析対象とした。

２．データ収集期間
　平成27年８月から９月の６週間であった。

３．PCM手法の全体像について
　従来の国際援助の目的は、開発途上国の国

レベルでの経済開発であった。しかし、この

開発援助が必ずしも貧困層の人々の生活向上

に役立っていないという認識が広がった。そ

のため、低所得層一人一人の人間に対しての

生活を向上するための援助へ方針が大変換

し、経済開発だけでなく、教育、保健衛生の

社会開発が重視されるようになってきた2)。

このような背景下、前述したように2000年

９月に開催された国連ミレニアム総会におい

て「ミレニアム宣言」が採択された。この宣

言は、環境・人権・安全保障と関連する包括

的宣言である。開発援助の方針が、援助国と

非援助国の政府機関の一部の人だけによって

作成されるのではなく、一人でも多くの関係

者との連携の中で、開発援助計画が作成され

る傾向に変更された。

　PCM手法は、「参加型計画手法」と呼ばれ、

プロジェクト関係者が集まったワークショッ

プの場で作成することを推奨している。その

ワークショップにはプロジェクトを行った場

合に受益者となる者、被害者になりうる者、

プロジェクトの決定権をもつものなど、多く

の関係者の話し合いによってプロジェクトを

作成する手法である。つまり、開発支援案に

対して、一人でも多くの関係者の意見を聞き

入れることを目的としている。PCM手法とは、

開発援助プロジェクトの計画立案・実施・評

価という一連のサイクルを「プロジェクト・

デザイン・マトリックス（PDM）と呼ばれ

るプロジェクト概要表を用いて運営管理する

手法である。PDMはプロジェクトの「目標」、

「活動」、「投入」等を含み、それらの論理的

な相関関係を示している3)。PCM手法は７段

階の過程に分類される（図１）。
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４．３か国の概要と保健指標
　３か国の世界銀行による2014年の１人

あたり国民総所得（Gross National Income ：

以下GNI）によると、モロッコ王国（GNI＝

2980米ドル）は低中所得国（１人当たりGNI

が1,046 ～ 4,125米ドル）、ブルキナファソ

（GNI＝710米ドル）、ハイチ共和国（GNI＝

820米ドル）は低所得国（１人当たりGNIが

1,045米ドル以下の国）に分類されている5)。

　各国とわが国の保健指標を表１に示した。

３か国ともに平均余命は延び、合計特殊出生

率は低下し、乳児死亡率（出生1,000対）、妊

産婦死亡率（出生10万対）も改善してきて

いるのがわかる。しかし、2013年において

妊産婦死亡率（出生10万対）は、３か国と

も３桁台と依然高い状況にある。

　各国の概要と近年の母子保健対策の主な内

容は以下の通りであった。

⑴　モロッコ王国

　1956年にフランスより独立。地理的に隣接

する欧州や米国との外交的関係が深い。主産

業は、農業、水産業、鉱業、観光業などである。

母子保健は「妊娠・分娩看視プログラム」、「家

族計画プログラム」、「全国免疫プログラム」、

「包括的小児疾患管理」、「産科プログラム」、

「母親学級プログラム」など、様々なプログラ

ムに基づき展開されている。近年の母子保健

対策の目的として、「産科・新生児科ケアへの

アクセスの障害を減らし、出産機関での資格

のある人員確保を改善すること」を挙げてい

る。保健省は、2008−2012年行動計画に続く

2012−2016年行動計画を策定している。その

具体的内容は、ⅰ）産科・新生児科ケアの無料

化と母親学級のアプローチの拡大　ⅱ）農村

部への産科緊急医療サービスを設置・搬送手

段を統合、ⅲ）資格のある人員確保、ⅳ）巡回

ユニットを設置し、リスクのある妊娠の予防

と発見を向上させる、ⅴ）出産機関のレベル

アップと監査、ⅵ）妊産婦死亡の監視と行動

の追跡システムを設置、ⅶ）全医療機関の産

科の質に関するコンクールを開催、ⅷ）助産

所からリファラルの機関への搬送の無料化、

ⅸ）生命維持に必要な医薬品、血液製剤、産

科備品を整備、ⅹ）農村部助産師の医療機関

での能力維持研修を１年に１週間行うことを

制度化、xi）硫酸マグネシウムの使用・新生

児蘇生技術研修などが実施されている6)。

⑵　ハイチ共和国

　中央アメリカの西インド諸島に位置する。

1804年フランスから独立以来、政治的には

混乱が続いている。2010年に大地震が発生

し、甚大な被害が生じた。更にコレラが大流

行し、多数の死者が出た。主産業は、農業と

軽工業である。大地震の影響により、経済的

にも甚大な損失があり国際社会から支援を受

けている。

　保健国民省の管轄下にある家族保健局が、

母子保健サービスの多くの事業を実施してい
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る。近年の母子保健対策として、ⅰ）「地域

レベルにおける妊産婦死亡率監視委員会」を

通した地域活動の強化、ⅱ）医療機関へ妊産

婦を送るための伝統的助産師の指導、ⅲ）地

域レベルで「搬送委員会」を設立、ⅳ）母子

ケアに関係する人材の能力強化、ⅴ）国際機

関（WHO、カナダ国際開発庁）の出資する

プロジェクトを通して、国内のいくつかの医

療機関（県立病院）における産科・小児科ケ

アを無料化、ⅵ）国内の新生児死亡原因に関

するオペレーション・リサーチの実施などが

ある6)。

⑶　ブルキナファソ

　西アフリカに位置し、1960年フランスか

ら独立した。主要産業は農業で、労働人口の

多数を農業が占めている。

　母子へのケアは、３つのレベルで提供され

ている。第一次レベルのプライマリ・ケアは、

保健社会促進センター（2013年国内に1606

施設）、医療センター（32施設）、保健地区

病院（45施設）である。第二次レベルのケ

アは、地方病院（９施設）で第一次ケアの保

健地区病院のリファラル（一般的に患者の紹

介を意味し、低次医療施設から高次医療施設

への患者の流れや行為のこと）となる。第三

次レベルのケアは国内に４施設ある大学病院

であり、リファラルの最も高いレベルとされ

ている。近年の母子保健対策として、ⅰ）有

資格者による分娩介助と産科および新生児の

救急ケア、ⅱ）家族計画の参加レベルの引き

上げ、ⅲ）母子保健に関するコミュニティー

の参加を強化、ⅳ）妊産婦および新生児の死

亡率削減のため、政府、開発パートナー、市

民、民間セクターがコミットメントし支援す

る、ⅴ）国全体に能力のある人員配置の実施

などがある。

５．倫理的配慮
　本報告は、JICA北海道の承諾の元行われた。

対象になる情報の一部は、研修員の情報と共

にJICA北海道によって管理されており、パス

ワードによってのみ開示できる。研究に使用

する資料は、研究者の鍵のかかる棚に保管し

研究者以外が見ることができないよう管理し

ている。本報告では、固有名詞は全てイニシ

ャル化し、個人が特定できないよう配慮を行

った。また、研修員に対して学習での成果物

が研究報告として報告されることについての

了解を得た。

Ⅲ．結果・考察

１）研修員への講義と成果について

　今回の研修員への講義は、帰国後大なり

小なりのプロジェクトを実施するにあたり、

PCM手法の活用が可能になり、日本での研

修が研修員のみならず、出身国の発展に少し

でも貢献をすることを目的とした。具体的に

は、図1に示したPCM手法の２−６の段階に

焦点を絞った。つまり、母国の母子保健に関

する問題点を列挙し（問題分析）、それらか

ら目的分析樹形図を作成し（目的分析）、そ

こから実施可能なプロジェクトの範囲を選

択、PDM（プロジェクトデザインマトリクス）

というフレームワークに当てはめていく、帰

国後の日程に合わせてアクション・プラン作

成を行った。研修員全員が、プロジェクト実

施の基となるアクション・プランとして帰国

前日に一人15分程度の発表を行った。

　昨年までも同様の研修を行っていたが、特

に今年の新しい試みとして、①PDM作成を

必須として、より実践的なアクション・プラ

ンを作成すること。②前述したように、PCM

手法は、「参加型計画手法」であることから、

研修の場が研修員にとっては外国であって

も、PCMの特徴を実現するため、日本滞在中

に母国の所属機関と連絡を取り合って、作成

しているアクション・プランが実施可能かど

うか確認すること。③このアクション・プラ

ンを元に帰国後に大なり小なりのプロジェク

トを行うこと。を加えた。
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⑴　それぞれの段階での講義内容と課題

　以下の講義は、国際保健および母子看護学

を担当している看護大学教員により行った。

①　第二段階として問題分析：中心とな

る問題は何かを考える段階である。研

修員は、母国の母子保健に対して多く

の問題意識を抱えていた。しかし、個々

の問題に対してのそれぞれの原因と結

果を分析することは、初めてのようで

あった。問題を解決しようとするとき、

自分の狭い枠の中で否定的な思考に走

らないようにすることが大切である2)。

研修員は何らかの組織あるいは機関に

所属しているが、その枠内での思考を

すると問題点が狭くなる。対象社会固

有の価値基準を見過ごさないために

も、患者あるいは利用者の立場になっ

ての問題点あるいは不満をも含めるよ

うに指導を行った。

②　第三段階として目的分析：問題が

解決された場合に望ましい状態は何か

を考える段階である。問題分析段階で

の原因-結果を手段-目的の関係に思考

を変えていくことが難しいようであっ

た。そのためには、背後にある理由や

メカニズムを理解する必要がある。表

現としても、否定的表現を肯定的表現

に変えていく段階である。

　　目的達成のための手段を列挙する

のではなく、手段実施において引き起

こされる現象を予測すること、また、

それによってマイナスの影響はないか

などの検討が必要である。つまり、第

二段階の問題分析よりも、目的分析に

は、問題意識に加えて複雑な思考が要

求される。

③　第四段階としてプロジェクトの選

択：第三段階までに問題とされていた

複数の課題を整理していく段階であ

る。インパクトまたは実現性などを考

慮してプロジェクトを決定していく。

必ずしも一つに絞る必要はないが、援

助側からの条件（経済的要素）を考慮

するなど実現性を再考することによっ

て、第二段階に戻る研修員もいた。

④　第五段階としてPDM作成：10項目

（図１を参照）に関して、Ａ４一枚の

用紙に整理して記述するという段階で

ある。プロジェクト関係者でない人が

見ても、理解できるようにすることが

必要である。最初に、「前提条件」や「外

部条件」を再認識する。「前提条件」は、

国家レベルでの安定性や自然環境が含

まれる場合が多い。「外部条件」では、

第四段階で選択されなかった課題が含

まれることが多い。「投入」としてど

の位の経済的あるいは人的負担が必要

であるかを再確認することも大切であ

る。また、「上位目標」はプロジェク

ト目標のインパクトになると捉えられ

ており、軽視される傾向にあるが、「上

位目標」も近い将来達成可能なものに

するべきであるという意見が広まって

いる7)。

⑤　アクション・プラン：月別に可能で

あれば週別位に細分化して、実際に行

うプロジェクトを考える段階である。

この段階は、母国の所属機関との打ち

合わせが必要であった。実際には、ア

クション・プラン以外に、スケジュー

ル管理、コスト管理、要員管理など必

要に応じて個別の詳細プラン文書が必

要である。

２）グループ学習の成果について

⑴　モロッコ王国

　モロッコ王国に関するグループ学習の成

果を助言前のPCMと助言内容、助言後の

PCMに分けて表２に示した。

①　学習の過程において

　モロッコ王国は３か国の概要と保健

指標において示してきた通り、比較的発
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展水準の高い国である。平均寿命が71歳

と国民の健康状態も近年飛躍的に改善

されている。発案者である研修員が教育

関係でもあることから教育現場に関す

る課題が中心課題となった。問題分析の

過程で、問題となったことは、原因が多

く見出されその原因がどのような結果

に結びついているかが曖昧であった。ま

た、国全体の看護あるいは助産師教育に

どのように反映させるか、国の教育への

価値基準などへの配慮が必要であった。

②　PDMの評価

　PCM第７段階（図１）の評価５項目に

照らして完成したプランをみると、投入

コストが低く外部資金を必要としない

点で実現性は高い。また、教育現場のニ

ーズに一致しているのでプロジェクト

としての妥当性も高く、計画が研修員の

職務上の権限の範囲内、または延長上に

あるため実現性も高い。しかし、プロジ

ェクトのインパクトを考えると、国全体

の教育水準を高めるほどのインパクト

はなく、このプロジェクトの発展性も少

ない。

⑵　ブルキナファソ

　ブルキナファソに関するグループ学習の

成果を助言前のPCMと助言内容、助言後の

PCMに分けて表３に示した。

①　学習の過程において

　ブルキナファソは、３か国の概要と保

健指標において示したように、アフリカ

諸国の中でも発展途上の国である。平均

寿命は男女ともに50歳代であり、国民

の健康状態も良好とは判断しがたい。伝

統的あるいは社会的価値が、近代医療発

展の壁となっており、インフラ整備の遅

れも問題となっている。このような背景

の中で、国民全体にかかわる問題とし

て「分娩の状況の改善」を中心課題とし

た。問題分析の過程で、多くの問題点は

示され、結果も多く示されたが、どの原

因とどの結果が結びつくのかが曖昧で

あった。また、母子保健だけの問題でな

く、財政問題や医師の質など多くの問題

が浮上した。どこまでをプロジェクトの

対象として、実現可能なプロジェクトに

するかについて多くの検討を要した。

②　PDMの評価

　PCM第７段階（図１）の評価５項目

に照らして完成したプランをみると、帰

国後、日本での成果を共有する機会をも

うけ、今後の計画を関係者とともに見直

すことは大切な過程であり、十分に評価

ができる。モロッコ王国と同様に、計画

が研修員の職務上の権限の範囲内、また

は延長上にあるので実現性は高い。しか

し、プロジェクトの必要性や緊急性を誰

に対して提言をするのか不明である。プ

ロジェクト自体の影響力を、国レベルに

するのか、それとも所属機関だけに絞る

のかが今後十分に検討される問題であ

る。国レベルにすると投入コストが莫大

であることが最大の課題となり実現性

が低下するが、所属機関だけであるとイ

ンパクトが小さいことが懸念される。

⑶　ハイチ共和国

　ハイチ共和国に関するグループ学習の成

果を助言前のPCMと助言内容、助言後の

PCMに分けて表４に示した。

①　学習の過程において

　ハイチ共和国は、中米に位置する小国

であるが、不安定な経済状況また識字率

などの教育水準は低く中米でも最底辺の

国である。中間レベルでの人材不足そして

病院職員の意識の低さなどが問題として

当初挙げられていた。しかし、中心問題を

「自宅分娩の促進」に設定した結果、プロ

ジェクトの対象者が妊産婦へと変更され

た。原因を解決するよりも、目的設定の方

に焦点が置かれたプロジェクトとなった。
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②　PDMの評価

　PCM第７段階（図１）の評価５項目に

照らして完成したプランをみると、プロジ

ェクトの関連性は、発案者の所属の医療

機関で行われる予定であり小規模ではあ

るが関連性は高い。上述した２か国と同

様に計画が研修員の職務上の権限の範囲

内、または延長上にあり実現性は高い。

しかし、インパクトの面から評価すると国

全体への影響は低い。投入として、アンケ

ート調査が予定されているが、アンケート

調査を他の医療機関にも広げると持続性

が確保される可能性がある。

Ⅳ．まとめ

　プロジェクトを実現するには、誰が見ても

理解できるPDMを作成することが大切である。

特に、誰に対して提案・提言するのか？プロジ

ェクトを運営するには誰の協力が必要か？誰に

対しての支援なのか？などを明確にすることが

必須である。この観点から本報告で取り上げ

た３案件を判断すると、「投入として外部資金

を必要としない」「計画が研修員の職務上の権

限の範囲内、または延長上にある」という点

で、かなり実現性の高いものとなっている。研

修員全員が、帰国前日にPCM手法に基づいた

アクション・プランを発表した。個々の発表に

対して研修員同士での活発な討論が行われた。

通訳も追いつかないほどの熱論であり、研修

員の帰国後の活躍が期待される。今回の学習

過程における反省点は、PCM手法をすでに経

験している研修員と経験していない研修員にか

なり学習に対する温度差があったことである。

研修前にPCM手法についての経験の有無を確

認して、PCM手法の学習の際のグループ分け

で経験者に偏りのないように配慮すべきであっ

た。国際社会において日本が貢献すべきこと

は経済面・インフラ面など多くの面で期待され

ている。ソフト面での開発支援は地味ではあ

るが、非常に大切な貢献であることを痛感した。
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